
 

再生計画策定完了案件の概要 （第２３５号～第３１１号） 

再 生 計 画 の 概 要 

財 務 面 で の 再 生 企 業 概 要 
企 業 の 状 況 

再生計画の目標 
事 業 面 で の 再 生 

新規融資・リスケジュール 債務の圧縮・その他 

第２３５号 
建材卸売業 
資本金1億5,000万円 
売上高4億3,300万円 
従業員62名 

板ガラス・サッシ等の建材
卸商社であり、業容の拡大
を図ってきたが、建設不況
による業績低迷に加え、不
動産投資の失敗による損失
が大きく、経営状況が悪化
し、資金繰りに支障を来す
状況。実質債務超過。 
 
（目標） 
２年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率を８倍 
３年で実質債務超過解消

・地域別・販売先別の採算分析を行い、利益率が高くニ
ーズが高まっている防犯、防音用サッシ等の付加価値
の高い商品の販売強化、並びにハウスメーカー等への
提案営業を強化することで、収益を向上 

 
・雇用形態の弾力化や予算管理の徹底等により経費を削
減 

 
・経営責任の明確化を図るため、経営者は退任 

・メインバンク、中小公庫
を含む取引金融機関（３
行）による既存借入金の
リスケジュール及び金利
の減免 

・メインバンクを含む取引
金融機関（２行）による
貸付金の一部債権放棄 

（私的整理ガイドラインに
基づく債権放棄） 

 
・資産の売却 
 
・経営者及び役員からの借
入金の債権放棄及び私財
提供 

 
・株主責任を明確化するた
め、出資金を１００％減
資した後、新経営者等に
より増資 

第２３６号 
建設資材販売業 
資本金5,000万円 
売上高38億円 
従業員48名 

砂販売、海運を営む企業で、
大口取引先の倒産により多
額の不良債権を抱え、売上
も大幅に減少。また、砂採
取・運搬を営む関連会社も、
過当競争による単価の大幅
下落から営業赤字を計上す
るなど、グループ全体で経
営状況が悪化。事業の存続
には、抜本的な財務改善が
必要な状況。 
 
（目標） 
 ３年で債務超過解消 

・商品別・拠点別・船舶別収益性の把握、受注物件の管
理強化、主力商品(海砂)の単価引き上げ、海運におけ
る復路の積荷確保等により、利益率・稼働率を改善 

 
・役員数及び役員報酬の削減、経費の予算化や船舶運航
管理の強化による人件費、修繕費、消耗品費、燃料費
などコストの削減 

 
・販売先の信用調査、与信限度額設定など与信管理を徹
底し、貸倒を最小限に抑制 

 

・メインバンク、中小公庫
による既存借入金のリス
ケジュール 

 
・リース会社による長期設
備手形のリスケジュール

・メインバンクによる貸付
金の一部債務免除 

 
・売掛金、受取手形、長期
貸付金の不良債権を一括
償却 

 
・経営責任として100％減資

後、経営者による増資 
 
・預金との相殺により有利
子負債を削減 

第２３７号 
総合建設業 
資本金2億5,000万円 
売上高135億円 
従業員230名 

地域において様々な社会資
本整備事業に関わるなど強
固な事業基盤を有している
が、バブル期の不動産事業
への投資失敗により、財務
状況が著しく悪化。関連会
社に対する債務保証等によ
り大幅な実質債務超過の状
況。 
 
（目標） 
 ５年で実質債務超過解消

・公共土木部門の更なる縮小に耐える収益体質を構築す
るため、耐震対策分野・環境対策分野・老人福祉分野
など成長分野への取り組みを強化 

 
・役員報酬及び人件費の引き下げによる経費の削減、見
積能力の向上、発注システムの再構築、施工管理の強
化等による工事原価の削減 

 
・不採算子会社の特別清算 

・メインバンクを含む取引
金融機関による新規融資
（５行）及び既存借入金
のリスケジュール（６行）

・メインバンクを含む取引
金融機関（５行）による
既存借入金の資本的劣後
ローンへの転換（ＤＤＳ） 

 
・支配株主の保有する株式
を100％減資後、社長所有
不動産の現物出資で増資 

 
・取引金融機関及び取引先
による当社の子会社に対
する債務保証の解除 

 
・不動産、有価証券の売却、
役員退職金の放棄 

第２３８号 
ソフトウエア開発・
販売業 
資本金1億7,000万円 
売上高8億6,600万円 
従業員53名 
 

ＣＡＤソフトの開発・販売
を行い、高い技術力を有す
る企業であるが、海外企業
との競争激化や不動産投資
の失敗による損失により業
況が悪化し、大幅な債務超
過となり、メインバンクの
債権がＲＣＣに譲渡される
など、資金繰りに支障を来
す状況。 
 
（目標） 
１年で実質債務超過解消

・協議会主導によるＭ＆Ａでの再生を図るため、協議会
においてスポンサー発掘・基本条件交渉を実施した後
に主要取引先を含む債権者（１４機関）の調整を行っ
た上で、業界大手企業の関連企業からのスポンサー出
資による新会社に建設用ＣＡＤを中心とした採算部門
を営業譲渡し、事業を存続 

 
・経営責任を明確にするため、経営者は退任し、経営者
個人の法的整理 

 
・新会社へ営業譲渡後の不採算部門を含む当社は、法的
整理の中で清算 

 ・旧会社は法的整理の中で
債務を整理 
（残余財産分配率12％） 

 
・遊休資産の売却 
 
・経営者による私財提供及
び企業への貸付金の債権
放棄 

第２３９号 
パルプ・紙・紙加工
品製造業 
資本金1,000万円 
売上高19億4,500万円 
従業員99名 

トイレットペーパー等の製
造を行う企業で、本業は順
調であるが、関係会社の倒
産により多額の不良資産が
発生し、資金繰りが悪化。
大幅な実質債務超過の状
況。 
 
（目標） 
１年で実質債務超過解消

・新規設備の導入により、競争力のある高付加価値の古
紙製品の生産力を向上し、併せて、生産の省力化・効
率化を実現 

 
・運送業者の集約等による運賃搬送費の削減、製品銘柄
の絞り込みや包装資材の軽量化等による包装費・荷造
り費の削減等により変動費を削減 

 
・新規設備導入による省力化に伴う人員削減、役員報酬
や役員から借りている土地等の賃借料の減額等により
固定費を削減 

・メインバンクによる新規
融資及び既存借入金のリ
スケジュール 

 

・メインバンクによる既存
借入金の資本的劣後ロー
ンへの転換（ＤＤＳ） 

第２４０号 
製麺業 
資本金1,500万円 
売上高4億8,700万円 
従業員43名 

製麺業を営む老舗企業。過
去に行った麺販売の東京市
場進出や飲食店の多店舗展
開の失敗により、財務体質
が悪化。その後、自助努力
により黒字体質への転換に
成功したが、借入金が過大
であり、約定返済が厳しい
状況。 
 
（目標） 
３年で実質債務超過解消

・地元消費者向け広告宣伝、販売促進対策の強化、営業
担当者の人員増と地元百貨店及びスーパーへの営業強
化、新商品の市場投入などにより売上高を維持 

 
・作業効率の改善とロス率の低減、仕入れ価格の削減、
人員配置の見直し等による労務費の低減、費用対効果
の観点から販売促進費の見直しなど、経費を削減 

 
・社長を中心とした各部門のトップによる合議制の導入
と目標達成に向けた方策を検討する経営会議の充実 

 

・メインバンクによる新規
融資 

・メインバンクによる既存
借入金の資本的劣後ロー
ンへの転換（ＤＤＳ） 
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第２４１号 
繊維・衣服卸売業等
を営むグループ企業 
売上高23億6,500万円 
従業員81名 

織物、原糸等の卸売を中心
とする地域で有数のグルー
プ企業であるが、景気低迷
による売上の減少に加え、
会社買収による損失、需要
の見込み違いによる設備投
資失敗と、これの売却・清
算などからの損失拡大によ
り債務超過に陥り、資金繰
りに支障を来す状況。 
 
（目標） 
２年で黒字体質へ転換 
１年で実質債務超過解消

・グループ企業４社の企業別・部門別の採算分析を行い、
採算会社・収益部門を合併・統合することにより、収
益力のある新会社を立ち上げるとともに、不採算会
社・赤字部門を整理 

 
・新会社は、独立採算の４事業部制とし、技術力を生か
した国内工場での高価格品の生産、海外の協力工場で
の低価格の量産品生産等を中心に収益力を向上 

 
・合併・事業統合により総務・経理部門を統合するとと
もに、各部門の人材の横断的な活用により採用を抑制
し、経費を削減 

 
・経営責任の明確化を図るため、グループ中核企業の社
長をはじめとする役員は退任 

・メインバンク、中小公庫
による既存借入金のリス
ケジュール 

・資産の売却 
 
・メインバンクによる既存
借入金の資本的劣後ロー
ンへの転換（ＤＤＳ） 

 
・株主責任を明確化するた
め、グループ中核企業の
既存株主の出資金を１０
０％減資 

第２４２号 
建設業 
資本金9,000万円 
売上高26億300万円 
従業員30名 

大手ゼネコンの下請けとし
て躯体工事・型枠工事等を
行ってきたが、受注の減少
に伴って、売上高が減少し、
資金繰りに支障を来す状
況。土地の含み損等を勘案
すると実質債務超過。 
 
（目標） 
２年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率を８倍 
４年で実質債務超過解消

・経営陣による営業活動強化、営業体制強化により、受
注先の新規開拓を行い、特定ゼネコンに依存している
受注体制から脱却し、売上を安定化 

 
・利益率の高い型枠工事の受注を高め、利益率の低い鳶
土工事受注を縮小するとともに、原価管理の徹底、外
注管理の強化により、原価率の低減を図るとともに、
不採算工事、赤字工事を削減することにより、収益を
改善 

 
・本社管理費等の経費を削減 

・メインバンクを含む取引
金融機関等（７機関）に
よる既存借入金のリスケ
ジュール 

・資産の売却 
 
・メインバンクによる既存
借入金の資本的劣後ロー
ンへの転換（ＤＤＳ） 

第２４３号 
建築材料等小売業 
資本金2億円 
売上高74億9,400万円 
従業員371名 

ホームセンターを中心に、
石油販売、観光事業等を行
う企業であるが、ホームセ
ンターの売上が減少傾向に
あり、借入金の返済負担が
重く、資金繰りに支障を来
す状況。実質債務超過。 
 
（目標） 
１年で黒字体質へ転換 
１年で実質債務超過解消

・業績が好調な関連会社の支援のもと、新会社を設立し、
ホームセンター部門を営業譲渡するとともに、観光事
業部門を分離し、当社をグループ内の不動産管理と事
務集中処理会社とすることで、事業を効率化 

 
・現金決済への変更による仕入条件の改善、仕入先の整
理・集約による仕入コスト削減、業績連動型の給与体
系の導入、正社員のパート化等によりホームセンター
事業の収益を改善 

・メインバンク、商工中金
を含む取引金融機関（５
行）による新規融資 

 
・メインバンク、商工中金
を含む取引金融機関（１
５行）による既存借入金
のリスケジュール及び金
利の減免 

・遊休資産の売却 
 
・メインバンクによる既存
借入金の資本的劣後ロー
ンへの転換（ＤＤＳ） 

 
・経営者他株主全員による
９０％減資 

第２４４号 
一般機械器具製造業 
資本金3,000万円 
売上高7億2,300万円 
従業員35名 

流動的な受注量に対し費用
が固定化し、収支構造にミ
スマッチがあった。バブル
崩壊以降、取引先からの価
格交渉が強化され収益性が
著しく低下し大幅な赤字を
計上。社長交代と経営改善
により黒字に転換するも、
抜本的な経営改善が必要。
 
（目標） 
 ３年で実質債務超過解消

・役員借入金のＤＥＳ後に新会社へ営業を譲渡し、旧会
社は特別清算により清算し債務免除を受ける 

 
・当社の高い技術力と短納期の強みと、技術力のあるセ
ールスエンジニアの育成等により営業力強化 

 
・収益性の高い取引先の比率を高めるとともに、収益性
を重視した顧客開拓・業容拡大及び顧客分散により利
益率を改善 

 
・最低限の人員構成に抑制、外国人研修生の活用、外注
費の低減により経費を削減 

・商工中金による新規融資
 
（商工中金） 
企業再建支援貸出制度 

・メインバンクによる既存
借入金の資本的劣後ロー
ンへの転換（ＤＤＳ） 

 
・役員借入の株式化（ＤＥ
Ｓ） 

第２４５号 
建設業 
資本金300万円 
売上高7億6,600万円 
従業員14名 

公共施設等の防音工事業者
で、県内シェアはトップ。
経営基盤の安定化を図るた
め不動産賃貸業に進出した
が、貸店舗の大型スーパー
撤退、マンションの稼働率
低下等が続き収益力が著し
く低下、債務超過の状況。
 
（目標） 
 １年で実質債務超過解消

・採算部門の建設部門を子会社（建設会社）へ営業譲渡
し商号変更、現会社は不動産管理会社として存続 

 
・建設会社は、目標管理徹底による営業力強化、経費削
減、内部管理体制の構築により収益力を向上 

 
・不動産管理会社は、賃貸物件の稼働率向上と家賃収納
管理を強化し、債務償還を行いながら物件価値を高め、
順次物件を売却し債務を圧縮 

・メインバンクによる新規
融資及び既存借入金のリ
スケジュール 

・メインバンクによる既存
借入金の資本的劣後ロー
ンへの転換（ＤＤＳ） 

 
・賃貸不動産の売却 

第２４６号 
鉄骨加工業 
資本金2,000万円 
売上高9億5,800万円 
従業員68名 

過去の新工場建設に伴う過
大な借入金と未成工事支出
金の架空計上により、大幅
な実質債務超過。現在では、
高い生産効率を維持し、主
力取引先の支援を受け黒字
体質へ転換したが、運転資
金が調達できず資金繰りに
支障が生じている状況。 
 
（目標） 
 １年で債務超過解消 

・主力販売先の休眠子会社を受け皿会社とし、新社長（現
社長の後継者）、主力取引先、メインバンク等が出資 

 
・工場等の固定資産、営業に係る実体のある資産・負債
を受け皿会社に譲渡し事業を存続し、全従業員の雇用
と一般取引先・下請け業者との取引を継続 

 
・旧会社には不良資産や過剰な金融債務を残し特別清算
し、取引金融機関、現社長等が権利を放棄、また、現
社長は経営責任を取り退任 

・事業承継会社に対するメ
インバンクによる新規融
資 

・現社長の個人資産売却に
よる私財提供 
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第２４７号 
土木建築業 
資本金4億5,900万円 
売上高90億円 
従業員115名 

工事減少により減収傾向に
あるが、営業努力と経費削
減努力により利益・キャッ
シュフローは確保。しかし、
未収金・売掛金等の回収不
能や、有価証券・販売用不
動産等の含み損等により実
質債務超過の状況。 
 
（目標） 
 １年で実質債務超過解消
 ４年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率を10倍以下 

・管理会計手法の導入により、各個別工事毎の採算管理
を徹底し、人件費等の経費削減、回収条件の見直し、
工事原価の削減等により、利益率を改善 

 
・関連会社（建売住宅販売・リフォーム）との事業統合
により経営資源の共有化を図りコストを低減 

・メインバンク、商工中金
を含む取引金融機関（３
行）の新規融資により、
債務免除後の再生ファン
ド向け債務を一括返済 

 
・メインバンク、商工中金
を含む取引金融機関（４
行）による既存借入金の
リスケジュール 

・経営者による増資 
 
・融資回収姿勢の強い金融
機関が再生ファンドに債
権を時価で売却 

 
・再生ファンドによる債務
免除 

 
・遊休資産の売却、計画的
な不良資産の償却 

第２４８号 
総合建設業 
資本金1億円 
売上高110億円 
従業員164名 

公共工事の削減、民間需要
の低迷により、受注が減少
するとともに、競争の激化
により、受注単価が低下し、
利益率も低下。赤字関連会
社への多額の貸付金や不動
産の含み損等を勘案する
と、大幅な実質債務超過の
状況。 
 
（目標） 
 ２年で黒字体質へ転換 
 ５年で実質債務超過解消
 

・子会社３社を合併してのカンパニー制を導入するとと
もに、資産管理部門を会社分割により独立させること
により、事業毎の経営管理体制を強化し、経営を効率
化するとともに、赤字となっている子会社を整理する
ことにより、資金の流出を抑制 

 
・営業拠点の集約に伴う地代・家賃の削減、売上規模に
見合う適正規模への人員削減、成果主義の給与体系の
導入等により、経費を削減 

 
・経営責任の明確化を図るため、社長をはじめとする全
役員は退任 

・メインバンク、中小公庫、
国民公庫を含む取引金融
機関（７行）による既存
借入金のリスケジュール

・資産の売却 
 
・メインバンクを含む取引
金融機関が貸付金の一部
を中小企業再生ファンド
へ売却 

 
・ファンドは取得債権の一
部を債務免除した上で、
残りの債権を株式化（Ｄ
ＥＳ）により増資 

 
・株主責任を明確化するた
め、既存株主の出資金を
１００％減資 

第２４９号 
家具小売業 
資本金3,000万円 
売上高33億円 
従業員122名 

県内及び近隣県に多店舗展
開している家具小売業。近
隣への大型競合店進出など
に加え、経営者の経営力の
問題もあり業績が急速に悪
化。準メインの都銀が強硬
な回収方針に転じ、抜本的
な経営改善策が必要。 
 
（目標） 
 １年で実質債務超過解消
 ３年で黒字体質へ転換 

・管理会計手法の導入により、存続店舗と閉鎖店舗を選
別し、経営資源を集中 

 
・存続店舗は商品構成や店舗戦略を見直し、各店別コン
セプトを定め事業を展開、中核店はリニューアル実施
により集客力を強化 

 
・人員削減及び給与減額によるコスト削減 
 
・権限と責任の明確化、本部と店舗の役割関係見直し、
メインバンクから人材の派遣等により経営体制を強化 

・メインバンク、中小公庫、
商工中金による新規融資

 
 新規融資の一部により、
債務免除後の再生ファン
ド向け債務を一括返済 

 
（中小公庫・商工中金） 
 企業再建資金 
 
・商工中金による既存借入
金のリスケジュール 

・回収方針強硬な金融機関
が再生ファンドに債権を
時価で売却 

 
・再生ファンドによる一部
債務免除 

 
・関連会社からの借入金の
債務免除 

 
・閉鎖店舗の売却 

第２５０号 
プラスチック製品製
造業 
資本金7,000万円 
売上高9億円 
従業員66名 

長期にわたる市況低迷の影
響の他、当社のコスト意識
不足等により財務内容が悪
化。さらに、メインバンク
の破綻により債務がＲＣＣ
に移管され、対外信用が低
下している状況。 
 
（目標） 
 １年で債務超過の解消 

・管理会計手法の導入により、得意先別、製品別の生産
コスト管理、得意先別の売上管理を徹底し、売上高と
利益率を改善 

 
・従業員のパート化等による人件費削減、内製化による
外注費削減、再生使用率向上による材料費圧縮等によ
り、製造原価を低減 

 

・新たにメインバンクとな
る地域金融機関の新規融
資により、ＲＣＣ及び既
存取引金融機関向け債務
を一括返済 

 
（保証協会） 
セーフティネット保証８号 

 

・ＲＣＣによる債務免除 
 

第２５１号 
家具小売業 
資本金2,000万円 
売上高1億9,400万円 
従業員9名 

販売と製造の２社体制で経
営していたが、景気低迷に
より両部門とも業績が低迷
し、製造部門の休止や店舗
売却等の合理化を実施して
きたが、業績の悪化が続い
ている状況。 
 
（目標） 
 ６年で実質債務超過解消

・休眠状態の製造部門関連会社が保有する店舗不動産を
購入し、関連会社を清算、経営資源を販売部門の当社
に集中 

 
・販売管理システムの導入により、商品群別・顧客別の
売上・利益・回転率等の把握と管理を強化 

 
・近隣の大消費地における催事の強化と情報発信、商品
群別データ・顧客情報を活用した品揃えや店舗レイア
ウトの見直しにより売上を増加 

 
・役員報酬等人件費の削減 

・中小公庫、地域金融機関
による新規融資 

・サービサー２社による債
務免除 

 
・遊休不動産の売却、長期
滞留在庫の早期処分 

 
・経営者からの私財提供(貸

付金） 
 
・取引先への貸付金を貸倒
損失処理 

第２５２号 
雑貨卸売業 
資本金8,000万円 
売上高30億円 
従業員51名 

過去の有価証券投資の失
敗、バブル崩壊の影響を受
け債務超過となり、資産売
却・人員整理等を行ったも
のの、過大な借入金負担か
ら債務超過が更に悪化。 
取引金融機関の大半が、Ｒ
ＣＣやサービサーに債権を
売却し、支援する金融機関
がない状況。 
 
（目標） 
 ６年で債務超過の解消 

・輸出入を柱とした商社業務に特化し、協力工場との連
携強化により委託生産体制を確立、また、地場専門問
屋との共同開発により消費者の嗜好を踏まえた製品開
発を強化 

 
・役員報酬削減、管理部門および製造部門の縮小、海外
現地法人の売却等により経費を削減 

 
・経営効率化に向けた設備投資や更新を実施し、必要な
資金は自己資金で対応 

 

・地元金融機関、中小公庫、
商工中金の新規融資によ
り、債務免除後のＲＣＣ
及びサービサー向け債務
を一括返済 

 

 

・ＲＣＣ及びサービサー（４
社）よる債務免除 

 
・100％減資を行った上で、
経営者等による増資 

 
・経営者の不動産売却によ
る私財提供 

 
・回収不能な売掛金や出資
金等不良債権の償却 

 

 

 



 

再生計画策定完了案件の概要 

再 生 計 画 の 概 要 

財 務 面 で の 再 生 企 業 概 要 
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再生計画の目標 
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新規融資・リスケジュール 債務の圧縮・その他 

第２５３号 
医療機関 
売上高7億1,200万円 
従業員151名 
 

地域に密着した総合病院を
運営する個人医院である
が、医療法制の変更に伴う
収支の悪化に加え、不動産
投資失敗による損失から大
幅な債務超過に陥り、資金
繰りにも支障を来す状況
で、都市銀行の債権がＲＣ
Ｃ及びサービサーへ譲渡さ
れている。 
 
（目標） 
５年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率を10倍 
５年で実質債務超過解消

・一般病床の一部を、地域における需要の高まりが見込
まれる緩和ケア病床に転換することで、病床利用率を
向上させ、医療収入を増加 

 
・外科、神経内科等の不採算となっている部門を廃止す
るとともに、効率のよい人員配置によって医療効率を
上げ、人件費をはじめとした経費を圧縮し、収益性を
改善 

・商工中金によるＲＣＣ及
びサービサー債権の引受
け 

 
・商工中金、福祉医療機構
による既存借入金のリス
ケジュール 

・ＲＣＣ及びサービサーか
らの借入金の一部実質債
務免除 

第２５４号 
雑貨等小売業 
資本金7,700万円 
売上高5億円 
従業員40名 

雑貨、化粧品等の販売を多
店舗で展開している企業で
あるが、近隣への競合店舗
の進出等により売上が減少
し経営が悪化。資金繰りに
支障を来す状況。 
 
（目標） 
 ２年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率を10倍以下 

・店舗毎の採算分析を行い、将来的にも利益確保が困難
と思われる不採算店舗を閉鎖することにより、利益率
を向上 

 
・店舗毎の来店客層に合わせた商品構成への転換や売れ
筋商品の拡充、外部から経験者を採用することによる
個別事業所向け外商部の新設等により売上を増加 

 
・在庫管理の徹底や計画的な仕入れの実施等により、経
費を削減 

・メインバンク及び中小公
庫による既存借入金のリ
スケジュール 

 

第２５５号 
菓子製造・販売業 
資本金2,000万円 
売上高1億3,000万円 
従業員23名 

地域の代表的な老舗企業で
あるが、当地域への来訪客
数の減少、近郊へのショッ
ピングセンターの進出等に
より、売上が減少し、資金
繰りに支障を来す状況。債
務超過。 
 
（目標） 
 ２年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率を10倍以下 

 ５年で債務超過解消 

・地場産果実を活用した季節商品開発等による積極的な
新商品開発や定期的な催事の開催による販促活動の強
化等により、売上を増加 

 
・在庫管理の徹底、売上に連動した計画的な仕入れの徹
底、役員報酬の削減、正社員のパート化等により、経
費を圧縮 

 
 

・メインバンクによる新規
融資 

 
・メインバンクを含む取引
金融機関（２行）による
既存借入金のリスケジュ
ール 

・役員及び役員の親族から
の借入金の株式化（ＤＥ
Ｓ） 

第２５６号 
菓子・土産品販売業 
資本金6,700万円 
売上高8億6,400万円 
従業員32名 
 

観光ツアー客をメインター
ゲットに、旅行会社と提携
し観光バスを当社店舗に誘
引する販売方法を展開して
いるが、旅行者の減少、客
単価の落ち込みにより売上
が低迷し、資金繰りが厳し
い状況。 
 
（目標） 
 １年で黒字体質へ転換 
 ５年で債務超過の解消 

・旅行会社に対する企画提案、ＤＭによる販売促進、工
場見学・体験学習・試食ができる利点のＰＲによる来
店者の増加、卸部門の取引先拡大と新規取扱商品の増
加等により、既存事業の裾野を拡大 

 
・旅行会社への支払手数料引き下げ交渉、菓子製造子会
社からの仕入を含む商品仕入れ原価の低減、人件費圧
縮等により、原価及び経費を削減 

 
・提携会社のカタログ販売部門との取引拡大を図るとと
もに、提携会社の通販システムにおける各種商品の仕
入・販売を担う新事業を展開 

・中小公庫による新規融資
 
（中小公庫） 
 企業再建資金 

・遊休不動産等の売却 

第２５７号 
食料品製造業 
資本金1,000万円 
売上高7億5,600万円 
従業員105名 

菓子製造販売の老舗企業で
あるが、景気低迷や嗜好の
変化、管理体制の不備によ
る多額の売れ残り廃棄損等
から業績が悪化。販路開拓
や不振店閉鎖等を実施して
いるが、業績悪化が続いて
いる状況。 
 
（目標） 
 ３年で黒字体質へ転換 
 ５年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率を10倍以下 

・経営課題の選択、役割・責任の明確化、進捗報告、新
たな問題への対応、会議の運営方式など、経営の意思
決定システムを構築 

 
・販売店からの在庫・販売予測情報制度、各販売店情報
の集約と計画生産・計画配送の実施などの多面的な運
営システムを構築し、売れ残り廃棄によるロスの削減
により収益率を改善 

・メインバンク、中小公庫、
商工中金による既存借入
金のリスケジュール 

・遊休不動産の売却 
 
・役員の個人資産処分によ
る私財提供 

第２５８号 
建設業 
資本金3,600万円 
売上高17億円 
従業員33名 

防水、塗装、建築一式工事
を行なう企業で、大手ゼネ
コンの下請けとして防水工
事を請け負っていたが、採
算割れの受注が増加し、利
益率が大幅に低下。受注工
事量の減少と利益率の低下
により、損失計上が恒常化
する可能性が強い状況。 
 
（目標） 
 ３年で実質債務超過解消

・下請依存体質を見直し、直請工事の受注の強化、過去
の工事実績データを利用した防水改修工事、塗装・リ
ニューアル工事の開発営業強化等により売上を増加 

 
・工事原価低減のために原価管理のマニュアル化とシス
テム化及び直請受注の推進を図り利益率を向上 

 
・既存ゼネコン向け営業と開発営業に営業部門を区分し
営業体制を強化、また、工事管理部門の新設により工
事進捗・原価管理等の牽制体制を構築 

 
・管理統括経験者を１名役員として登用し、新規ルート
開発人材を３名採用 

・メインバンク、中小公庫
による新規融資 

 
（中小公庫） 
 企業再建資金 
 
・メインバンクによる既存
借入金のリスケジュール

・遊休不動産の売却 
 
・回収不能な売掛金等不良
資産の計画的な処分 
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第２５９号 
金属製品製造業 
資本金5,000万円 
売上高8億2,200万円 
従業員37名 

日用関連品を製造する地域
の代表的な老舗企業である
が、長期の景気低迷や安価
な海外製品との競争激化に
より、国内外での売上が減
少し、経営が悪化。不良在
庫等を抱え、実質債務超過
の状況。 
 
（目標） 
 １年で黒字体質へ転換 
 ４年で実質債務超過解消 

・需要の増加が見込まれるホテル・レストラン向け製品
や、今後の市場拡大が見込まれる医療用金属製品の販
売・営業を強化し、売上を増加 

 
・製品別の採算分析を行い、自社生産を利益率の高い高
級品に絞り込み、利益率の低い中・低級品は外注生産
や製品仕入に切り替えることにより、コストを抑え、
利益率を向上 

 
・自社生産の縮小に伴う人件費の圧縮等により、経費を
削減 

 

・中小公庫による新規融資
 
（中小公庫） 
 企業再建資金 
 

・遊休不動産の売却 

第２６０号 
電子部品・デバイス
製造業 
資本金1,000万円 
売上高5億2,800万円 
従業員57名 

次世代製品にも対応可能な
電子部品製造のための高い
技術力を有する企業である
が、ＩＴ産業の長期不況等
の影響で売上が減少。赤字
経営となり資金繰りに支障
を来す状況。実質債務超過。
 
（目標） 
 １年で黒字体質へ転換 
１年で実質債務超過解消 

・売上変動の大きな通信機器向けの販売比率を下げ、自
動車用製品等の売上が安定している製品や、技術的な
競争力のある光ファイバー関連向けや次世代製品向け
部品の製造・販売の比率を高めること等により、安定
した収益を確保 

 
・これまでアメリカ経由で間接的に輸出していた中国向
け製品を直接輸出に切り替えることにより、収益を向
上 

・メインバンクによる新規
融資 

 
（メインバンク） 
 協議会向け県制度融資 
 
・メインバンク、商工中金
による既存借入金のリス
ケジュール 

（保証協会） 
 資金繰り円滑化借換保証
制度 

 

第２６１号 
機械工具・産業機器
販売業 
資本金2,840万円 
売上高7億1,400万円 
従業員16名 

地域内で唯一の工場設備機
器等の販売を行う企業であ
るが、製造業の海外シフト
及び設備投資の抑制等によ
り売上が減少し、資金繰り
に支障を来す状況。実質債
務超過。 
 
（目標） 
 １年で実質債務超過解消

・顧客別・商品別の採算分析を行い、利益率の低い顧客・
商品の取扱いを縮小し、利益率の高い顧客・商品の売
り上げ増加に向けた営業体制の強化を行うことによ
り、売上重視から利益重視の販売へ転換 

 
・システム導入により、一元的な売上・仕入・在庫管理
を行うことで販売管理費を削減するとともに、営業成
績に応じた給与体系への変更等により、収益を改善 

 

・メインバンクによる新規
融資 

 
・メインバンクを含む取引
金融機関（２行）による
既存借入金のリスケジュ
ール 

 
（保証協会） 
 資金繰り円滑化借換保証
制度 

 

第２６２号 
石油製品販売業 
資本金3,000万円 
売上高51億円 
従業員220名 

ガソリンスタンドを経営す
る同業界で地域を代表する
企業であり、多店舗展開に
より業容を拡大してきた
が、競争の激化に伴い、収
益が悪化。赤字経営となっ
ており、実質債務超過の状
況。 
 
（目標） 
 ２年で黒字体質へ転換 
 ３年で実質債務超過解消

・店舗別採算分析により、不採算店の把握と管理コスト
の把握を行い、店舗毎の収益性向上に向けた経費削減
策を提示 

 
・役員報酬の圧縮、人員見直しや適正配置による人件費
の削減、関係取引先から賃借している店舗の賃貸料の
減免等により経費を圧縮 

・メインバンク及び商工中
金による新規融資 

 
（商工中金） 
 企業再建支援貸出制度 
 
・メインバンクによる既存
借入金の金利減免 

 

・役員の私財提供による増
資及び役員借入の株式化
（ＤＥＳ） 

第２６３号 
繊維製品製造業 
資本金1,200万円 
売上高4億9,300万円 
従業員16名 

紳士物スポーツシャツを主
体とする衣類製造業で、売
上高の低下に歯止めがかか
らず経営状況が悪化。さら
に、売掛金及び棚卸資産の
架空計上があり、債務超過
の状況。人員整理等により
固定費の圧縮を行うも大幅
な改善には至っていない。 
 
（目標） 
 １年で黒字体質へ転換 
 ５年で実質債務超過解消

・婦人物特有の原料や縫製技術、企画提案力、商社との
連携を強化し、婦人カジュアルウェアの比率を高め、
売上を増加 

 
・顧客別の売上計画策定、損益管理強化により粗利益率
を改善、また、役員報酬や諸経費の削減により販管費
(固定費)を削減 

 
・協力工場の集約により一社あたりの発注量の増加、仕
入価格と外注加工費の引き下げと一元管理等により製
造原価を削減 

・メインバンク、中小公庫、
商工中金、国民公庫を含
む取引金融機関（５行）
による既存借入金のリス
ケジュール 

・預金との相殺、有価証券
の売却 

 
・遊休不動産の売却 
 
・経営者所有の不動産売却
による私財提供 

第２６４号 
旅館業 
資本金400万円 
売上高8,400万円 
従業員8名 
 
鳥取県 

当地区では規模の大きな温
泉旅館であるが、消費不況
の影響や設備の老朽化によ
る客離れにより、宿泊客が
年々減少。２期連続赤字で、
資金繰りに支障を来す状
況。 
 
（目標） 
 １年で黒字体質へ転換 
 ２年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率を15倍以下 

・露天風呂の増設、老朽化している客室の改修に伴う展
望風呂付の部屋の設置、季節に合わせた月替わりでの
食事メニューの変更、チェックアウト時間の延長等に
より、個人客や女性客の集客を増加 

 
・ホームページによる予約システムの導入、旅行サイト
への客室提供、旅行雑誌への広告の定期掲載等の営業
強化により、直販比率を高め、旅行代理店手数料を軽
減 

・メインバンク及び中小公
庫による新規融資 

 
（中小公庫） 
 企業再建資金 
 
・メインバンクによる既存
借入金のリスケジュール

・役員借入の株式化（ＤＥ
Ｓ） 

 

 

 

 



 

再生計画策定完了案件の概要 

再 生 計 画 の 概 要 

財 務 面 で の 再 生 企 業 概 要 
企 業 の 状 況 

再生計画の目標 
事 業 面 で の 再 生 

新規融資・リスケジュール 債務の圧縮・その他 

第２６５号 
金属製品製造業 
資本金1,300万円 
売上高7,800万円 
従業員14名 
 
鳥取県 

金属切削加工を行う地域で
数少ない企業であるが、海
外からの安価な製品の流
入、受注減少等により売上
が減少し、赤字基調。減価
償却の償却不足等を加味す
ると実質債務超過の状況。
 
（目標） 
 １年で黒字体質へ転換 
 ８年で実質債務超過解消

・工具の変更等により、稼働率が低い高性能の機械の稼
働率を高め、生産性を向上させることで、これまで生
産効率が悪く受注できなかった引き合いへの対応を可
能とし、売上を増加 

 
・製品別・取引先別の採算分析を行い、不採算となって
いる取引を縮小するとともに、生産性の低い汎用機生
産の比率を下げることにより、生産性の高い高性能機
械での生産の比率を高め、収益を向上 

・メインバンクである商工
中金による既存借入金の
リスケジュール 

 

・遊休資産の売却 

第２６６号 
段ボール製造業 
資本金1,000万円 
売上高9億4,900万円 
従業員56名 

過去に不採算部門を閉鎖し
た際の損失により債務超過
となったが、その後の経費
削減効果により安定的な利
益を計上し、債務超過と繰
越損失を解消。しかし、減
価償却不足等から実質債務
超過であり、過大な借入金
の返済負担が大きい状況。
 
（目標） 
 １年で実質債務超過解消

・工場のレイアウト変更や生産工程の改善による省力化、
輸送単価の見直しや積載効率の改善などによる輸送コ
ストの削減により、生産コストを削減 

 
・役員報酬の引き下げ、管理部門縮小による人件費削減
等により、経費を削減 

 
・財務部門強化のため人材を採用し、管理会計手法の導
入により予算と実績管理を強化徹底 

・メインバンクによる新規
融資及び既存借入金の借
換 

 
（保証協会） 
資金繰り円滑化借換保証
制度 

 

・会長所有の不動産売却に
よる私財提供 

 
・関連会社及び社長への貸
付金の回収促進 

 
・有価証券の売却、生命保
険積立金の解約 

第２６７号 
自動車用内装品製造
業 
資本金6,000万円 
売上高19億円 
従業員60名 

関連会社が4社あり、相互の
資金関係が複雑である上、
過去の事業失敗により実質
破綻状況で休眠中の関連会
社もあり。また、本体の土
地・有価証券投資の含み損
が多額で、借入過多かつ大
幅な実質債務超過の状況。
 
（目標） 
 ２年で黒字体質へ転換 
 ４年で実質債務超過解消

・かねてより研究開発している廃材を利用した建築・土
木資材の販路拡大により売上を増加 

 
・関連会社からの営業譲渡により得意先との直接取引を
行い、粗利益率を向上 

 
・年度予算計画の作成による利益目標の設定と予算実績
管理・差異分析の実施、工場別の原価計算・損益管理
の徹底、作業工数削減、省人効果等により、コストを
削減 

 
・管理体制強化のため、地域金融機関が人材を派遣 

・地域金融機関による新規
融資 

 
・メインバンクを含む取引
金融機関（２行）による
既存借入金のリスケジュ
ール、借換 

・不動産、有価証券等の遊
休資産の売却 

 
・関連会社の清算、一部営
業譲渡により、関連会社
間取引を整理 

 
 

第２６８号 
紙器製造業 
資本金2,000万円 
売上高3億7,600万円 
従業員35名 

売上高の大半を占める一般
紙器は、景況の影響を受け
やすく売上高が不安定で低
収益な状況であり、近年の
売上低迷と単価引き下げの
影響を受け、また、関連会
社に対する多額な未収金の
不良化など、大幅な実質債
務超過の状況。 
 
（目標） 
 ２年で黒字体質へ転換 
 ５年で実質債務超過解消

・付加価値が高く成長性のある筒型紙器を主力製品に据
え、ホームページの作成、特約店・協力店との連係で
全国展開を図り、売上の増加と利益率を向上 

 
・省力化の設備投資による人件費の削減、商品の地域別
分類発送による運賃の削減、費用対効果の低い契約の
解除による賃借料・リース料、地代家賃の削減 

 
・材料比率が同業者比で高い為、引下げ要請を強めると
ともに、製造ミスや余丁の縮減により、ムダを廃する。

 

・メインバンクによる既存
借入金のリスケジュール

 
（保証協会） 
資金繰り円滑化借換保証
制度 

・役員借入金の債務免除 
 
・関係会社に対する未収金
の償却、不要資産の売却 

 

第２６９号 
総合工事業 
資本金2,000万円 
売上高23億円 
従業員52名 
 

切削工事、資材販売、環境
整備、産廃処理等を営む企
業。親会社の経営不振・過
剰債務から関連会社である
当社の資金負担を招いてい
た。このような中、親会社
が民事再生手続きを申し立
て、風評等により売上が減
少し、資金繰りが厳しい状
況。 
 
（目標） 
 ２年で黒字体質へ転換 
 ６年で実質債務超過解消 

・赤字となっている資材販売及びダンプ運送から撤退し、
当社の強みである切削工事、環境整備、産廃処理の事
業部門に特化 

 
・切削工事では道路の維持修繕工事、環境整備では下水
道施設の維持修繕業務、産廃処理では中間処理と最終
処分について強化し、売上を増加 

 
・親会社のオーナー経営者（前会長）は当社役員を退任 

・メインバンクを含む取引
金融機関（３行）による
新規融資 

 
・地域の中小企業再生ファ
ンドによる社債の取得 

・親会社が保有する株式を、
地域の中小企業再生ファ
ンドが買取り、親会社と
の資本関係を切り離す 

 
・連帯保証している親会社
借入金について、金融機
関から保証履行額の減額
を受け、残額を一括履行 

 
・２～３年後に役員及び従
業員による増資 

第２７０号 
環境調査業 
資本金2,000万円 
売上高4億200万円 
従業員42名 
 

環境調査等を行う企業。親
会社の経営不振・過剰債務
から関連会社である当社の
資金負担を招いていた。こ
のような中、親会社が民事
再生手続きを申し立て、風
評等により売上が減少し、
資金繰りが厳しい状況。 
 
（目標） 
 ２年で黒字体質へ転換 
 ３年で実質債務超過解消 

・騒音・振動、土壌調査、水質調査アセスメント関係な
ど環境部門の調査・コンサルティング事業について、
県内のみならず近隣県への営業強化・受注拡大を図り、
売上を増加 

 
・親会社のオーナー経営者（前会長）は当社役員を退任 

・メインバンクを含む取引
金融機関（３行）による
新規融資 

 
・地域の中小企業再生ファ
ンドによる社債の取得 

・親会社が保有する株式を、
地域の中小企業再生ファ
ンドが買取り、親会社と
の資本関係を切り離す 

 
・連帯保証している親会社
借入金について、金融機
関から保証履行額の減額
を受け、残額を一括履行 
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第２７１号 
特殊鋼材卸売業 
資本金1,000万円 
売上高6億7,900万円 
従業員17名 

ステンレス・アルミ合金等
の卸売を中心に、高い技術
を活用した部品の加工も行
う企業であるが、不況によ
る売上高の減少に伴い、赤
字体質となり、償却不足等
を勘案すると実質債務超過
の状況。 
 
（目標） 
 ２年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率を８倍以下 

 ８年で実質債務超過解消

・製品別・取引先別の採算分析を行い、重点営業地域の
設定、主要販売先メーカーの移転に伴う営業所の再配
置、メーカー出身の営業担当者の採用、配送業務の営
業からの分離等による効率的な営業展開により、営業
力を強化し、売上及び収益を増加 

 
・材料仕入先の変更、在庫管理の徹底、外注の集中委託
による原価低減、役員報酬・従業員人件費の圧縮等に
より経費を削減し、収益を改善 

・メインバンクによる既存
借入金のリスケジュール

 

第２７２号 
繊維工業 
資本金8,900万円 
売上高70億円 
従業員248名 

業歴古く、高い技術力を有
する企業であるが、過去の
不採算部門の損失が累積化
し、財務内容が悪化してい
た。さらに近年の在庫急増
と積極的な設備投資により
借入金が急増し、資金繰り
が常に逼迫している状況。
 
（目標） 
 ２年で実質債務超過解消

・自社製品の比率を高め、付加価値の高い商品の販売強
化、値引き・リベート契約の見直し、新商品開発や新
規取引先・新分野の開拓により、収益性を改善 

 
・品質保証体制を確立し顧客満足度を向上 
 
・役員報酬と人件費の削減、設備見直しによるリース料
削減、計画的設備保全と業者選定による修繕消耗費削
減等により、固定経費を削減 

 
・原料資材等の単価・業者の見直し、良品率・生産性向
上による材料費削減等により、変動経費を削減 

・メインバンク、中小公庫
による新規融資 

 
・商工中金の短期借入金を
長期に借換 

 

 

第２７３号 
金属製品製造業 
資本金5,000万円 
売上高11億円 
従業員104名 

受注増加に対応するため新
工場を建設したが、全国的
な設備投資抑制により受注
が急減し損失を計上。当座
の資金確保のため、採算を
度外視した受注と無理な生
産体制が続き、更に損失と
資金不足が拡大し、借入金
の返済が困難な状況。 
 
（目標） 
 ２年で黒字体質へ転換 
 ２年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率を10倍以下 

・板金加工技術を活かしたボイラー・建築部品部門の強
化、トップセールスによる大口取引先管理・新規開拓
の強化、営業部門の増員等により、売上を増加 

 
・広範囲に展開している営業活動を中止し、近隣県に絞
り込んだ既存取引先の囲い込みと新規開拓に注力 

 
・自社内での部品調達が困難なため損失増加の一因とな
っているＩＴ関連製造装置部門を縮小 

 
・見積精度の向上、作業のマニュアル化、原価意識の徹
底、外部調達部品の単価見直し等により収益性を改善 

・メインバンク、中小公庫
による新規融資 

 
（メインバンク） 
 協議会向け県制度融資 
（中小公庫） 
 企業再建資金 
 
・メインバンク、中小公庫
を含む取引金融機関（３
行）による既存借入金の
リスケジュール 

 

第２７４号 
木材製品製造業 
資本金2,400万円 
売上高5億1,200万円 
従業員21名 

製材業を営む協同組合で、
景気低迷による需要減少に
対応するため、取扱商品を
拡大し新工場を建設。しか
し、販売単価の低下や経費
の増加などにより、損失を
計上。キャッシュフロー不
足から借入金返済が困難な
状況。 
 
（目標） 
 ２年で黒字体質へ転換 
 ７年で実質債務超過解消

・生産は現有能力内で対応することとし、一定の生産量
での販売による利益追求型に転換 

 
・需要が見込まれる乾燥材の増産体制を敷き、生産比率
を引き上げるとともに、優れた乾燥技術を持つメーカ
ーとの提携により、市場での差別化を図る 

 
・役員報酬の更なる削減、人員削減により経費を削減 
 
・メーカーとの提携による販売ルート・顧客の共有、開
拓により直販率を高め利益率を改善、また、原価・損
益管理を徹底し、価格設定の見直しや、利益率の悪い
販売ルート・顧客を整理 

・メインバンクによる新規
融資 

 
（メインバンク） 
 協議会向け県制度融資 
 
・メインバンクを含む取引
金融機関等（３機関）に
よる既存借入金のリスケ
ジュール 

 

第２７５号 
総合建設業 
資本金8,000万円 
売上高12億8,000万円 
従業員32名 

建築業を中心に土木工事も
行う総合建設業であるが、
公共工事の減少、競争の激
化による受注の減少によ
り、売上及び利益が大幅に
減少。赤字体質となってお
り、債務超過の状況。 
 
（目標） 
 １年で黒字体質へ転換 
 ６年で実質債務超過解消

・部門別・顧客別の採算分析を行い、赤字受注を廃止す
るとともに、競争激化により利益率の低い公共工事を
抑制し、利益率の高い一般住宅・リフォーム部門へ事
業の重点を移行することにより、売上高は減少するも
のの、利益率を向上 

 
・社長を本部長とする営業本部を新設することにより、
営業力を強化し、売上を増加 

 
・実行予算管理を徹底し、成果主義の給与体系の導入、
人件費の圧縮等により、経費を削減 

・メインバンクによる新規
融資 

 
（メインバンク） 
 協議会向け県制度融資 

 

第２７６号 
測量設計業 
資本金1,500万円 
売上高2億6,100万円 
従業員37名 
 
 

地元で大手の測量会社であ
るが、売上の大部分を占め
る公共工事の減少に伴い、
売上、利益ともに減少。ま
た、賃貸ビルの建設、本社
ビルの購入に伴う借入金の
返済負担が重く、資金繰り
に支障を来す状況。実質債
務超過。 
 
（目標） 
 ２年で黒字体質へ転換 
 １年で実質債務超過解消

・今後、環境保全を基本とした土木工事の増加が予測さ
れることから、生態系調査等の新事業分野への取り組
みを行うとともに、民間部門への営業の強化により、
減少傾向にある売上を維持向上 

 
・外注管理の徹底及び内製化により外注費を削減し原価
の低減を図るとともに、役員報酬、人件費の削減等に
より、経費を削減 

・メインバンクを含む取引
金融機関（２行）による
既存借入金のリスケジュ
ール及び借換 

 
（保証協会） 
 資金繰り円滑化借換保証
制度 

・賃貸ビルの売却 
 
・役員借入の債務免除 
 
・役員による増資 
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第２７７号 
金属製品製造業 
資本金4,800万円 
売上高5億800万円 
従業員49名 

建築用型枠製造を行う企業
であり、事業所の増加など
業容の拡大を図ってきた
が、建設投資額の減少に伴
う売上高の縮小、工場移転
に伴う借入金の増加等によ
り、資金繰りが悪化し、実
質債務超過の状況。 
 
（目標） 
 ４年で実質債務超過解消
５年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率を８倍以下 

・工事毎の採算管理を徹底し、赤字受注を避けることで、
売上高は減少するも収益を改善 

 
・営業人員の増加により、新規顧客の開拓を行うことで、
一社集中の受注構造から多数社からの受注に切り替え
ることで、売上を安定化 

 
・技術共有化の促進、仕掛品移動時間の短縮、工場内の
配置の見直し等により生産性を向上させるとともに、
収益の悪化していた関西地区の営業所の閉鎖、外注品
の内製化の促進等により経費を削減 

・メインバンクによる新規
融資 

・経営者による増資 

第２７８号 
製茶機械等製造業 
資本金1,400万円 
売上高6億5,000万円 
従業員34名 
 
静岡県 

製茶機械や食品向け選別機
械等の製造・販売を行う企
業であるが、主力の製茶機
械の販売が減少傾向となっ
たことから、売上が減少し、
資金繰りに支障を来す状
況。債務超過。 
 
（目標） 
 ２年で黒字体質へ転換 
 ３年で実質債務超過解消

・従来、製造過程の管理や機械の据え付け等を兼務して
いた営業担当者を営業に専念させることで、営業力を
強化し、売上を向上 

 
・在庫管理、外注コスト管理の徹底等により、製造原価
を削減し、収益を改善 

・メインバンク、商工中金
を含む取引金融機関（３
行）による新規融資 

 

第２７９号 
輸送用機械器具製造
業 
資本金4,000万円 
売上高7億2,600万円 
従業員30名 

アルミホイールの開発から
製造まで行う技術力の高い
企業であるが、安価な海外
製品の増加による売上減
少、先行投資している技術
開発期間の延長等により、
資金繰りが悪化。実質債務
超過の状況。 
 
（目標） 
 ３年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率を６倍以下 
４年で実質債務超過解消

・工場内の工程管理の徹底により、製造過程における不
良品の発生を抑制し生産性を向上 

 
・原材料の計画的な購入、調達先の一本化による仕入コ
ストの削減、在庫管理の徹底等により経費を削減 

・メインバンクを含む取引
金融機関（２行）による
新規融資 

 
・メインバンク、国民公庫
を含む取引金融機関（３
行）による既存借入金の
リスケジュール 

 

第２８０号 
観光事業を営む企業
グループ 
売上高6億2,300万円 
従業員56名 

地域の代表的な観光関連事
業、ホテル等を営む企業グ
ループであるが、景気低迷
等により観光客が減少した
ことに加え、宿泊客の減少
でホテルが休業し、多額の
不良資産が発生。資金繰り
が悪化し、債務超過の状況。
 
（目標） 
 ２年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率を10倍以下 
３年で実質債務超過解消

・不採算となっているホテル事業会社に対するグループ
企業及び役員からの出資金・貸付金等を放棄し、ホテ
ル事業会社から賃借している事業用資産をグループ企
業が買い取った上で、ホテル事業会社を清算 

 
・施設利用等の割引券の配布エリアの拡大、増加傾向に
ある県外からの修学旅行や外国人観光客への営業強化
等により、減少傾向にある利用客の増加を図り、売上
を維持向上 

 
・土産品販売部門の外部委託により、人件費等の削減を
行うとともに、役員報酬、人件費の圧縮等により、経
費を削減 

・メインバンクによる新規
融資及び既存借入金のリ
スケジュール 

 
（保証協会） 
 資金繰り円滑化借換保証
制度 

・グループ企業及び役員か
らホテル事業会社への出
資金・貸付金を放棄 

第２８１号 
飲食料品小売業 
資本金600万円 
売上高1億4,000万円 
従業員8名 

近隣に大型店、ディスカウ
ントストア等の出店が相次
ぎ、売上高減少、損失拡大。
従業員カット等による固定
費削減を行った結果、商品
力、顧客サービス力が低下
し顧客離れが進む悪循環に
陥った。 
 
（目標） 
 ２年で黒字体質へ転換 
 ３年で実質債務超過解消

・ターゲット顧客をシルバー層とし、接客型提案セール
スの実施、配達業務の強化、小ロット販売、手作り・
出来立て惣菜の提供により大型量販店との差別化を図
り、売上を増加 

 
・基幹商品である酒類を柱にしながら、生鮮2品（青果・
鮮魚）、惣菜の売上構成を増加させ、粗利益率を向上 

 
・スムーズな事業承継を図るため、後継者（店長）の育
成と経営体制の確立 

 

・今後、必要となる運転資
金について、メインバン
ク等取引金融機関が支援

 

 

第２８２号 
精密機械器具卸売業 
資本金2億900万円 
売上高46億円 
従業員94名 

国内外に関連工場３社、販
売会社４社の子会社を有す
る企業。売上減少と不採算
取引の増加により経常利益
で大幅な赤字に転落。売掛
金や投資等に不良資産を抱
え、大幅な実質債務超過と
なっており、資金繰りも厳
しい状況 
 
（目標） 
 ２年で黒字体質へ転換 
 ５年で実質債務超過解消

・不採算部門である海外販売会社および雑貨小売から撤
退し利益流出を防止、社長は経営責任を取り退任 

 
・ダンピング販売等を廃止し粗利益率を改善、管理部門
による業績管理資料の充実と即時還元を実施し、営業
部門において販売先別営業方針を明確化 

 
・営業活動に企画・デザイン担当を積極的に参加させ顧
客ニーズの吸収力を高め、企画提案を行うことで顧客
密着度を高め売上を増加 

 
・中国の製造子会社において品質改善および短納期ライ
ンの創設、仕入原価の低減を図り、製品競争力を向上 

・メインバンク、商工中金、
中小公庫を含む取引金融
機関（４行）による新規
融資 

 
（メインバンク・商工中金）
 協議会向け県制度融資 
（中小公庫） 
 企業再建資金 
 
・全取引金融機関（８行）
による既存借入金のリス
ケジュール 

・不動産売却、預金相殺に
よる借入金圧縮 
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第２８３号 
飲食業 
資本金3,000万円 
売上高3億8,000万円 
従業員93名 
 
北海道 

飲食業を中心に、小売業、
不動産賃貸業を営む企業で
あるが、景気低迷、施設の
老朽化等により、売上、入
居率等が低下し、資金繰り
に支障を来す状況。債務超
過。 
 
（目標） 
 ２年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率を６倍以下 
２年で実質債務超過解消

・部門別・店舗別の採算分析を行い、不採算となってい
る不動産賃貸業や小売業から撤退するとともに、今後
も利益確保が見込まれる飲食関連事業については、店
舗のリニューアル等も含めた重点化により売上を増加 

 
・新たな事業の柱とするため、閉鎖する店舗の立地場所
等を考慮し、今後の需要が見込まれる飲食関連事業に
業種転換 

・地元地方銀行による新規
融資 

 
（地元地方銀行） 
 協議会向け北海道制度融
資 

・賃貸ビルの売却 

第２８４号 
金属加工業 
資本金6,000万円 
売上高9億7,300万円 
従業員81名 

国内に３工場を有し、大手
企業に売上の大半を依存す
る精密機械部品等を製造す
る企業であるが、景気低迷
の影響等で売上が減少し、
資金繰りに支障を来す状
況。実質債務超過。 
 
（目標） 
 ４年で実質債務超過解消
５年で有利子負債の対ＣＦ
倍率を10倍 

・パート化推進による労務費の圧縮、工具購入統一化に
よる消耗工具費の削減、生産工程の見直し等により製
造原価低減を図り、売上総利益率を改善 

 
・最低在庫量の設定等による在庫管理の徹底、事務担当
者の業務の共有化の促進や業務の効率化推進による人
件費の削減、荷造り・運搬費用の見直し等により経費
を削減 

 

・メインバンク、国民公庫
を含む取引金融機関（３
行）による新規融資 

 
（国民公庫） 
 企業再建資金 
 
・メインバンクを含む取引
金融機関（３行）による
既存借入金のリスケジュ
ール 

 
（保証協会） 
 資金繰り円滑化借換保証
制度 

・資産の売却 

第２８５号 
印刷業 
資本金2,000万円 
売上高4億900万円 
従業員65名 

プラスチック塗装印刷等を
手がける地元の大手企業で
あるが、海外からの安価な
製品の流入等により受注が
減少し、資金繰りに支障を
来す状況。実質債務超過。
 
（目標） 
３年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率を10倍以下 
４年で実質債務超過解消

・自動車関連をはじめとする今後の売上増加が見込まれ
る業種についての営業を強化するとともに、インター
ネットを活用して新たに消費者向け販売を行うこと
で、売上を増加 

 
・製造工程等の見直しにより、小ロット・多品種化する
受注に対応した体制を整備することで、製造コストを
低減 

 
・加工高に応じた歩合制賃金システムの導入、パートの
有効活用、運送費、広告宣伝費の見直し等により経費
を削減 

・メインバンクによる新規
融資 

 
・商工中金による既存借入
金のリスケジュール 

 
（保証協会） 
 資金繰り円滑化借換保証
制度 

 

第２８６号 
書籍・事務機等販売
業 
資本金5,000万円 
売上高13億5,200万円 
従業員79名 

地元で大手の書店であり、
音楽教室も開催している企
業であり、積極的な店舗展
開により業容の拡大を図っ
てきたが、近隣への競合店
の進出等に伴い売上が減少
し、赤字経営の状況。実質
債務超過。 
 
（目標） 
２年で黒字体質へ転換 
２年で実質債務超過解消

・店舗別・事業別の採算分析を行い、不採算店舗２店を
閉鎖し、ＣＤ販売を中止するとともに、売上の増加が
見込まれる外商部門、音楽教室部門、楽器販売部門を
強化することにより、収益を拡大 

 
・店舗閉鎖等に伴う人件費の削減、役員報酬の圧縮、消
耗品等事務用品の見直しにより、経費を削減 

・メインバンクを含む取引
金融機関（２行）による
新規融資 

 
・メインバンク、中小公庫
を含む取引金融機関（３
行）による既存借入金の
リスケジュール 

 
（保証協会） 
 資金繰り円滑化借換保証
制度 

・役員による私財提供及び
役員借入の債権放棄 

 
 

第２８７号 
有機質肥料製造業 
資本金300万円 
売上高7,800万円 
従業員2名 

受注減少による赤字に加
え、主要取引先企業の倒産
による不良資産の発生によ
り債務超過となっており、
資金繰りに支障を来す状
況。 
 
（目標） 
１年で黒字体質へ転換 
２年で実質債務超過解消

・今後、需要の拡大が見込まれる食品廃棄物の処理への
対応を強化するため、新規設備を導入するとともに、
地域内の食品加工業者、スーパーマーケット等との積
極的な連携を図り、売上を増加 

 
・原価管理を徹底するとともに、運送費の見直し等によ
り経費を削減 

・メインバンク、中小公庫
による新規融資 

 
（中小公庫） 
 企業再建資金 

 

第２８８号 
印刷業 
資本金1,000万円 
売上高4億6,400万円 
従業員26名 
 
埼玉県 

オフセット印刷等を中心
に、大手印刷会社を主要顧
客とする企業であるが、業
界内の競争激化等により売
上が減少。赤字体質となり、
実質債務超過の状況。 
 
（目標） 
２年で黒字体質へ転換 
４年で実質債務超過解消

・色合わせ調整時間の短縮に向けた製版の精度向上や機
械全体の定期的なメンテナンスの実施による段取り時
間の短縮、各印刷機の工程管理の一元化等により、生
産性を向上させ、収益を増加 

 
・社長を中心とした営業体制を強化し、利益率の高い小
口取引の新規顧客開拓を行い、売上を増加 

 
・資金支援を行っており、債務超過となっている関係企
業を清算 

・メインバンクによる新規
融資及び既存借入金のリ
スケジュール 

 

 

 

 

 

 



 

再生計画策定完了案件の概要 

再 生 計 画 の 概 要 

財 務 面 で の 再 生 企 業 概 要 
企 業 の 状 況 

再生計画の目標 
事 業 面 で の 再 生 

新規融資・リスケジュール 債務の圧縮・その他 

第２８９号 
冠婚葬祭業 
資本金1,000万円 
売上高2億6,200万円 
従業員37名 

飲食店と仕出しを主業務と
していたが、葬祭業向け仕
出しが競合店の影響により
撤退を余儀なくされ、自社
で葬祭ホールを建設し葬祭
請負業を開始。しかし、多
額の投資や飲食店と仕出し
の大幅な売上減少により借
入金返済が困難な状況。 
 
（目標） 
 ２年で黒字体質へ転換 
 ４年で実質債務超過解消

・独自商品を中心に、会員制度の創設、過去客に対する
法要(仕出し)受注・紹介制度の訴求、訪問を基本とす
る地域密着型の営業展開などにより売上を増加 

 
・飲食部門を廃止し、飲食店舗を法要会館・予約宴会場
として活用 

 
・チラシ広告の費用対効果を検証と効率化、訪問営業を
想定した新たなチラシ作成、ホームページのコンテン
ツの見直し・充実 

 
・ワンマン経営から脱却し、経営会議と各部門別会議で
のマネジメントサイクルを確立 

・メインバンクによる既存
借入金のリスケジュール
及び金利減免 

・役員借入の債務免除 
 
・役員借入の株式化（ＤＥ
Ｓ） 

第２９０号 
土木工事業 
資本金4,100万円 
売上高6億300万円 
従業員23名 
 

杭打ち、山留工事等を行う
企業であるが、建設不況に
伴う受注減少及び工事単価
の低下から売上が減少し、
資金繰りに支障を来す状
況。土地の含み損等があり、
実質債務超過。 
 
（目標） 
２年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率を５倍 
４年で実質債務超過解消

・経営陣を管理責任者とする工事管理体制と営業体制を
構築し、環境に配慮した独自の新技術（特許申請中）
を生かして、ＩＴを活用した効率的な営業活動を展開
することにより、売上を維持向上 

 
・工事毎の採算分析を行い、赤字工事の受注を避けると
ともに、外注加工費の低減を図ることで、収益を改善 

・メインバンク、国民公庫
による既存借入金のリス
ケジュール 

・資産の売却 

第２９１号 
食料品小売業 
資本金5,000万円 
売上高33億円 
従業員62名 

食品専門小型スーパーとし
て多店舗展開を図るととも
に、酒のディスカウントス
トアの展開も行っていた
が、売上が伸び悩み、資金
繰りに支障を来す状況。実
質債務超過。 
 
（目標） 
２年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率10倍以下 
７年で実質債務超過解消

・店舗別の採算分析を行い、不採算店舗を閉鎖し、生鮮
食品に重点を置いた小商圏の地域密着型スーパーとし
ての運営に特化 

 
・仕入単価の見直し、ポイントカード還元金額の見直し、
店舗間の共同物流実施による物流コストの削減、役員
報酬の圧縮等により経費を削減 

・メインバンク、中小公庫、
国民公庫を含む取引金融
機関（６行）による既存
借入金のリスケジュール

・閉鎖店舗の売却 
 
・役員借入の債権放棄 
 

第２９２号 
不動産賃貸業・管理
業 
資本金300万円 
売上高4,500万円 
従業員3名 

倉庫・店舗・アパートの賃
貸・管理を行う企業である
が、都市銀行の債権がＲＣ
Ｃへ譲渡され、資金繰りに
支障を来す状況。 
 
（目標） 
１年で黒字体質へ転換 

・事業用不動産を含めた不動産の一部売却によりＲＣＣ
債務を完済し、事業は縮小するものの事業を安定化さ
せ、後継者の事業との統合を視野に入れながら経営基
盤を強化 

・地元銀行による既存借入
金のリスケジュール 

・資産の売却 
 
・経営者による私財提供 

第２９３号 
石油製品販売業 
資本金2,000万円 
売上高7億6,800万円 
従業員24名 
 
埼玉県 
 

ガソリンスタンドを中心に
自動車修理等の事業展開を
行っている企業であるが、
競争激化等により収益が悪
化し、赤字経営が続き、債
務超過の状況。 
 
（目標） 
５年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率10倍以下 
４年で実質債務超過解消

・自動車整備の高度な技術資格を有する社員を活かし、
自動車整備部門の強化を図るとともに、洗車商品をは
じめとするカーケア商品の販売を強化 

 
・関係会社の合併による共通経費の削減、本社事務所廃
止による管理コスト削減、成果主義の給与体系の導入、
予算管理の徹底や仕入先変更に伴う仕入コストの削減
等により収益を改善 
（関係会社の経営者は退任） 

・メインバンクによる新規
融資及び既存借入金のリ
スケジュール 

 

第２９４号 
輸送用機械器具製造
業 
資本金4,500万円 
売上高22億3,400万円 
従業員60名 

地域を代表する自動車付属
部品製造を行う企業である
が、売上高が低迷する中、
工業団地への進出に伴う設
備投資のための借入負担が
重く、資金繰りに支障を来
す状況。 
 
（目標） 
４年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率10倍以下 

・トップセールスによる新規取引先の開拓を行うなど、
営業体制を強化し、売上を維持向上 

 
・生産工程の見直しによる段取り時間、手待ち時間の低
減等により機械稼働率、作業者稼働率を向上し、生産
性を改善 

 
・原材料購入方法の見直し、歩留まりの向上、多能工化
の推進による人員流動化等により経費を削減 

・取引金融機関（２行）に
よる新規融資 

・遊休資産の売却 

第２９５号 
石油製品販売業 
資本金1,000万円 
売上高14億6,200万円 
従業員31名 
 
北海道 

ガソリンスタンド７店を経
営する企業であり、売上の
低迷により、借入金の返済
がキャッシュフローを上回
る状況となっており、資金
繰りに支障を来す状況。 
 
（目標） 
５年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率15倍以下 

・部門別・店舗別の採算分析を行い、利益率の高いＬＰ
ガス部門の営業を強化するとともに、採算店舗におけ
る自動車整備、カー用品販売を強化するなど、経営資
源の集中により売上を増加 

 
・不採算店舗（２店）については、セルフ化等により経
費を削減 

・メインバンクによる新規
融資 

 
（メインバンク） 
 協議会向け北海道制度融
資 

 
・メインバンクを含む取引
金融機関（３行）による
既存借入金のリスケジュ
ール及び金利減免 
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第２９６号 
船舶設計業 
資本金3,600万円 
売上高3億3,700万円 
従業員38名 

業界不況時に取引先倒産の
影響を受け、不渡手形、売
掛金未回収による不良債権
が発生し、実質債務超過と
なった。近年、受注は好調
であるが、外注先のレベル
にばらつきがあり、手直し
が多く採算割れの状況。 
 
（目標） 
 ２年で黒字体質へ転換 
 ７年で実質債務超過解消 

・内航船の設計と一部施工(外注)を一括して行うビジネ
スモデルを構築し付加価値を向上 

 
・技術者育成のための「技術評価レベル」を確立し、将
来は給与と連動 

 
・設計外注先再評価（品質・価格・納期）による格付け
を実施し、上位より優先的に発注する仕組みを確立 

 
・経理部門強化のため非常勤担当者を配置し、経理処理
の迅速化と財務資料の早期作成 

・メインバンクによる金利
減免 

・現資本金を100％減資後、
役員借入の株式化（ＤＥ
Ｓ）により新資本金とす
る 

第２９７号 
建設業 
資本金2,000万円 
売上高3億7,700万円 
従業員13名 

公共土木工事を主体に無難
な経営状況であるが、今後
大幅な公共工事の削減が見
込まれ、現状のまま推移す
ると完成工事高、粗利益率
の減少など厳しい経営環境
が予想される。 
 
（目標） 
 キャッシュフローの増加 

・新規事業として、地域において需要の高い在来工法住
宅の建築販売、リフォーム事業に進出し売上を増加 

 
・住宅建築販売について、協力会社との提携によるノウ
ハウの活用、自社ブランド商品の開発、営業力強化 

 
・既存事業の土木工事において、内製化や外注先の選別
による外注費の削減、不稼働資産の売却などにより経
費を削減 

・新規事業進出に伴う資金
需要に対し、取引金融機
関の支援姿勢を明確化 

 

第２９８号 
洗濯業 
資本金300万円 
売上高9,800万円 
従業員33名 

多店舗展開しているスーパ
ーにテナントとして出店し
ているクリーニング業者。
全国展開のチェーン店や地
域内の大規模事業者との競
争が激化し、欠損補填のた
めの借入債務が増大し、資
金繰りが逼迫した状況。 
 
（目標） 
 ２年で黒字体質へ転換 
 ６年で債務超過の解消 

・顧客の来店を待つ営業から、巡回訪問し積極的に顧客
開拓する営業に転換するため、外交営業委託（完全歩
合契約の巡回訪問営業担当者の配置）の構築 

 
・老人ホーム、病院、ホテル等大口ユーザーの開拓によ
る安定売上の確保、在宅者や高齢者、単身赴任者をタ
ーゲットとした宅配システムの新サービスを展開 

 
・工場内のレイアウト変更、標準作業時間の設定等によ
り生産能率の改善を図りコストを削減 

・メインバンクによる新規
融資 

 

第２９９号 
建設業 
資本金9,900万円 
売上高24億円 
従業員63名 

住宅着工件数の落ち込みか
ら売上が減少し、それをカ
バーするために採算を度外
視した自社賃貸物件の建築
を積極的に実施したため、
借入金が増加し、約定返済
が困難になるなど資金繰り
が悪化。 
 
（目標） 
 ５年で黒字体質へ転換 

・本業である住宅建築部門の黒字化を目指し、不採算部
門の石油販売部門から撤退、収支均衡している不動産
賃貸部門は現状維持 

 
・住宅着工シェアに応じた経営規模に縮小し、人員削減・

人員配置の見直し、工事別予算管理の徹底、ハウスメ
ーカーの仕入価格引下げ等によりコスト削減と利益率
改善 

 
・業績連動型給与体系導入による営業強化、企画商品の
販売強化、顧客管理システム等の整備により、受注を
増加 

・メインバンクによる新規
融資 

 
・メインバンクを含む取引
金融機関（７行）による
既存借入金のリスケジュ
ール 

・本社機能移転後の旧本社、
不稼働不動産及び有価証
券の売却 

 
・経営者の所有不動産売却
による私財提供（役員借
入金）と債務免除の実施 

第３００号 
食料品製造業 
資本金3,000万円 
売上高7億4,000万円 
従業員55名 

練り製品製造業として高い
技術を持ち、多様な製品提
供に定評がある企業である
が、売上が低迷していると
ころへの原材料高騰により
赤字経営に陥り、資金繰り
も厳しく、収益体質の構築
と資金面の改善が必要。 
 
（目標） 
 ２年で実質債務超過解消

・食品衛生管理体制を充実し、既往取引先の受注増加と
新規取引先の獲得、高品質及び真空包装による長期保
存技術を活かした販路開拓により売上を増加 

 
・生産品目見直しによるライン切替ロスの低減、包装工
程の最適人員配置及び自動化等により、生産性を改善 

 
・外注単価引下げ、運送便見直しによる運送費削減、包
装材の自社印刷化、役員報酬引き下げ、増産に対する
人員増員の抑制などによりコスト削減 

・メインバンク、中小公庫
による新規融資 

 
（中小公庫） 
 企業再建資金 

 

第３０１号 
飲食料品小売業 
資本金3,000万円 
売上高22億円 
従業員136名 

地元で食品スーパーを営む
企業。バブル期に取得した
来客用駐車場と関連会社へ
の資金流出が資金面で大き
な負担となり、実質債務超
過に陥り、取引金融機関か
らの新たな資金調達が困難
な状況。 
 
（目標） 
 ４年で実質債務超過解消

・店舗改装、浜上げ鮮魚を午後より店頭販売できる仕入
ルート開拓、会員価格制の導入、チラシ広告の回数増
加、営業日数の増加等により売上を増加 

 
・役員報酬の削減、パート比率引上げによる人件費削減、
店舗家賃引下げ、チラシ制作コスト引下げにより経費
を削減 

 
・総合卸問屋との連携強化、ロス管理の徹底とロス率改
善、空き店舗の賃貸等による収益性改善 

 
・不採算の関連会社を清算し、資金流出を防止 

・メインバンクを含む取引
金融機関（２行）による
新規融資及び既存借入金
のリスケジュール 

 
 

・預金との相殺により借入
金を削減 

 
・遊休不動産の売却、生命
保険の解約 

第３０２号 
土木工事業 
資本金2,000万円 
売上高4億3,700万円 
従業員22名 

山岳地帯の森林土木工事に
おける高い技術力を有して
おり、実績も豊富な企業で
あるが、公共工事の減少に
伴い、受注が減少し、赤字
体質となり、資金繰りに支
障を来す状況。実質債務超
過。 
 
（目標） 
 ２年で黒字体質へ転換 
５年で実質債務超過解消 

・原価管理体制を強化等し、工事毎の採算管理を徹底す
ることにより不採算工事の受注を避けることで収益を
改善 

 
・外注先の見直しによる外注費の圧縮、役員報酬の削減、
事業規模に合わせた人員の削減等により経費を削減 

・メインバンクによる新規
融資及び既存借入金のリ
スケジュール 

 
（保証協会） 
 資金繰り円滑化借換保証
制度 

・遊休資産の売却 
 
・役員による私財提供 
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第３０３号 
鉱業 
資本金6,000万円 
売上高9億円 
従業員38名 

良質な資源や立地条件に恵
まれ、近隣他県にも製品供
給を行う企業であるが、公
共事業の減少に伴う売上高
の減少、関連会社への貸付
金の不良資産化等により資
金繰りに支障を来す状況。
実質債務超過。 
 
（目標） 
 ２年で黒字体質へ転換 
１年で実質債務超過解消

・製品別・部門別の採算分析を行い、低利益率の他社製
品仕入を縮小し、自社製品の販売に特化するとともに、
配送・営業部門を縮小し、製造部門に集中することで、
収益を改善 

 
・多能工化による人員削減、役員報酬の圧縮、現金決済
への変更による仕入コストの低減、非稼働設備・機器
の他社へのレンタル等により経費を削減 

 
・経営責任を明確にするため、経営者を含む一部役員は
退任し、同業他社より製造管理に強い役員を社長とし
て招聘 

・中小公庫による新規融資 ・遊休資産の売却 
 
・役員借入の一部債権放棄 
 
・経営者を含む役員による
減資及び取引先等による
増資 

第３０４号 
電気機器製造業 
資本金2,000万円 
売上高3億1,300万円 
従業員42名 

産業用電子部品、特殊抵抗
器等の製造を行う企業であ
るが、不振の子会社の整理
に伴う損失に加え、需要の
落ち込みによる売上の減少
により、資金繰りに支障を
来す状況。 
 
（目標） 
１年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率10倍 

・関西地区での当社製品の取扱い商社数を増やすととも
に、海外の現地輸入代理店との取引を増加することに
より、売上を増加 

 
・工程管理のＩＴ化、作業工程の見直しによる作業時間
の短縮、不良品発生率の低減、在庫管理の徹底等によ
り経費を削減 

・メインバンク及び中小公
庫による新規融資及び既
存借入金のリスケジュー
ル 

 
（中小公庫） 
 企業再建資金 

・経営者を含む株主による
減資 

第３０５号 
小売業 
資本金3,000万円 
売上高3億700万円 
従業員14名 
 
北海道 

貴金属・ブランド品、電化
製品等のディスカウントス
トアとして業容の拡大を図
ってきたが、競合店の出店
が相次ぎ、売上・収益とも
に減少傾向で、赤字経営と
なり、資金繰りに支障を来
す状況。債務超過。 
 
（目標） 
４年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率10倍以下 
６年で実質債務超過解消

・店舗のリニューアルを行うとともに、陳列方法の変更、
取扱商品の見直しによる貴金属・ブランド品等の売れ
筋商品への特化等を行うことで、売上を増加 

 
・給与の削減、パートシフトの見直し等により人件費を
削減するとともに、空きスペースを賃貸することによ
り、収益を拡大 

・メインバンクによる新規
融資 

 
（メインバンク） 
 協議会向け北海道制度融
資 

 
・メインバンクを含む取引
金融機関（２行）による
既存借入金のリスケジュ
ール 

 

第３０６号 
和洋菓子製造・販売
業 
資本金2,400万円 
売上高2億8,700万円 
従業員80名 
 
神奈川県 

和菓子を中心に菓子の製造
から店舗での販売までを行
う老舗企業であるが、売上
高が減少傾向にあり、赤字
経営が続いており、債務超
過の状況。 
 
（目標） 
４年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率10倍以下 
８年で実質債務超過解消

・商品別の採算分析を行い、収益性の低い洋菓子の製造・
販売を縮小し、和菓子に重点を移行することで収益を
改善 

 
・駅ビル等への新規出店、店舗のリニューアル、伝統的
和菓子、季節商品、和・洋菓子の素材を融合した新商
品等の戦略的重点商品を前面に打ち出した店舗レイア
ウトの変更等により売上を増加 

 
・役員報酬の削減、原材料の仕入先の見直し等による仕
入コストの低減、在庫の圧縮等により経費を削減 

・メインバンクによる新規
融資及び既存借入金のリ
スケジュール 

 
（メインバンク） 
 協議会向け県制度融資 

・役員借入の一部債権放棄 

第３０７号 
ニット製造業 
資本金1,000万円 
売上高2億1,000万円 
従業員25名 

女性用ニット製品を製造す
る県内の老舗企業である
が、安価な海外生産品の増
加により売上が減少し、資
金繰りに支障を来す状況。
減価償却の償却不足を勘案
すると実質債務超過。 
 
（目標） 
４年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率10倍以下 
４年で実質債務超過解消

・イタリア在住デザイナーを活用した自社企画商品の首
都圏での販売を強化することにより、売上を増加 

 
・ＯＥＭ生産を縮小し、自社企画商品の生産・販売比率
を高めることにより、収益を改善 

 
・製造コストの安い海外での生産比率を高めるとともに、

人件費をはじめとする経費を削減 

・中小公庫、地元銀行によ
る新規融資 

 
（中小公庫） 
 企業再建資金 
 
（地元銀行） 
 協議会向け県制度融資 

・役員による私財提供 

第３０８号 
精密機械器具製造業 
資本金4,800万円 
売上高11億円 
従業員96名 

高い技術力を持つ地域産業
での有力企業。主要顧客の
業務縮小・撤退、生産の急
激な海外シフト、価格競争
の激化、納期遅れによる発
注ストップなどから大幅に
売上が減少。資金繰りに支
障が生じており、抜本的な
経営改善が必要な状況。 
 
（目標） 
 ２年で黒字体質へ転換 
 ６年で債務超過解消 

・顧客絞り込み、製品・ブランドの絞り込みと重点営業
による効率化、得意とする技術や特許を活かした企画
提案重視の営業、大型量販小売チェーン店を中心とし
た新規開拓により、売上を増加 

 
・管理工程ごとのロス率把握と要因分析、改善の徹底に
よるロス率の半減、外注加工の計画的な内製化による
変動費率の低減などにより、利益率を改善 

 
・役員報酬の削減、管理部門から製造部門への配置転換
と人員効率化により一般管理費を削減 

・メインバンク、商工中金
を含む取引金融機関（３
行）による既存借入金の
リスケジュール 

・遊休不動産の売却 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

再生計画策定完了案件の概要 

再 生 計 画 の 概 要 

財 務 面 で の 再 生 企 業 概 要 
企 業 の 状 況 

再生計画の目標 
事 業 面 で の 再 生 

新規融資・リスケジュール 債務の圧縮・その他 

第３０９号 
食料品製造業 
資本金1,000万円 
売上高12億円 
従業員150名 

業況不振、借入過多からメ
インバンクの指導で会社分
割、資産処分を進め、縮小
均衡方向で経営の安定化を
図ってきた。以後も売上減
少傾向に歯止めがかから
ず、業況回復の兆しが見え
ない状況。 
 
（目標） 
 ７年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率を10倍以下 

・組織の刷新、社長権限の強化等により責任を明確化し
経営管理体制を強化、また、部門別委員会を立ち上げ、
全社的な意識改革・組織活力を向上 

 
・地元販売に回帰した営業体制、大衆志向と高級志向の
２ブランド制を確立し、営業・販売を強化 

 
・商品別・顧客別の損益管理徹底、収益性の高い商品・
取引先の拡大と不採算先の改善、部門別原価計算の厳
格化、在庫管理徹底等により収益性を改善 

 
・第三者の指導による製造過程の管理強化・品質向上 

・商工中金による新規融資
 
（商工中金） 
 企業再建支援貸出制度 

 

第３１０号 
書籍販売業 
資本金2,000万円 
売上高2億1,300万円 
従業員7名 

ピーク時には３店舗で10億
円の売上を計上していた
が、競合大型店の進出によ
り事業の縮小を余儀なくさ
れ、現在１店舗で営業を続
け売上も約2億円に減少。 
多店舗展開時の借入金が過
剰債務となっている状況。
 
（目標） 
 １年で黒字体質へ転換 
 ５年で債務超過の解消 

・店舗リニューアル、仕入先の指導による書籍品揃え改
善、レンタル部門・文房具部門・外商部門別の売り場
改善や営業強化 

 
・リニューアルオープンセールと周辺地域への販促広告
など、販促活動の強化 

 
・ポイントカード会員制の導入、ＰＯＳシステムによる
商品販売情報の収集、顧客管理システムの導入等によ
り顧客の固定化と販売活動の効率化 

・メインバンクを含む取引
金融機関（２行）による
新規融資 

 
（メインバンク） 
 協議会向け県制度融資 
 
・中小公庫による既存借入
金のリスケジュール 

 

第３１１号 
印刷業 
資本金300万円 
売上高1億4,100万円 
従業員22名 

「安い・早い」の経営方針
で売上を伸ばし、作業量増
加に要員増と設備投資で対
応。近年、売上が減少し、
これまでの売上重視・利益
軽視の経営姿勢から実質赤
字が継続、過剰債務を抱え
資金繰りに窮する状況。 
 
（目標） 
 １年で黒字体質へ転換 
 ５年で有利子負債の対Ｃ
Ｆ倍率を５倍以下 

・取引先・受注内容の見直し、積算精度の向上、取引先
の動向把握と受注の平準化等により売上を安定化 

 
・工場レイアウト改善、材料在庫削減、整理整頓等によ
るロス削減、工程管理体制の確立と印刷機の稼働率向
上、外注発注の適正化、人員削減等によるコスト削減 

 
・予算実績管理資料の整備と評価・管理体制の構築、就
業規則の変更、勤怠管理等による経営体制の整備 

・メインバンク、国民公庫
を含む取引金融機関（５
行）による既存借入金の
リスケジュール 

 

 


